「労働契約法制」のたたかいの展開について
全労連常任幹事会
　労働条件分科会は月3回のペースで開催され、当局は来年の通常国会への法案提出を断念していない。この間の議論は「労働時間制度」と「労働契約法」が各2回づつ交互に議論されている。第63回、64回は労働時間法制が議論され、使用者側は執拗に「自律的労働時間制度」の導入をもとめている。その論法は「ちょっとやってみればいいではないか」小さく生んで、大きく育てようというものだ。労働側は反対を強く主張しているが、公益委員は導入に前向きな線で主張を展開している。65回分科会は労働契約法で、転籍、出向などの具体的事項に入っている。11月28日は建議の案が出されるのではないかといわれている。
　闘争本部は労働法制中央連絡会と共同し、11月と12月に以下のような行動の山場を設定し、法案化の阻止に向けて単産・地方からの運動を集中する。
１．取り組みの山場の設定

　　　　11月の山場　　11月28日（火）４：００～４：５０（5時から傍聴）

労働条件分科会への行動　（200名規模）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　各単産・地方からの意見書集中日　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　意見書は10月～11月20日

　　　　12月の山場　○12月14日（木）日本経団連および厚生労働省包囲行動

· 中央連絡会・東京春闘共闘共催

· 規模　1000名（東京500）
· タイムスケジュール　　2：00～3：00　経団連包囲

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3：00～4：00　厚生労働省包囲

　　　　地方の取り組み　中央の集中日（11/28,12/14）前後に　各県の労働局・経営者団体へ意見書提出と地域宣伝行動を取り組む。　　　　
2． １１・１０労働契約法制学習決起集会　　（中央連絡会・全労連）
· １１月１０日（金）ＰＭ６：３０開会　
　　　　　　　　　　（労働条件分科会への行動は　13：30～14：20）
· 場所　　秋葉原　電波会館　　規模　２５０名
· 内容（案）
　　　テーマ　「働き方を見直す」

　　１８：３０　　開会　　司会　　新日本婦人の会　古田
　　１８：３３　　開会あいさつ　　全労連　坂内議長
１８：４０　　報告　労政審はどうなっているか　自由法曹団　
１８：５５　　講演　五十嵐　仁　（法政大学教授）（５０Ｍ）

　　　　　　　「労働法制の規制緩和と日本の労働者の働き方（仮題）」

１９：４５　　現場からの告発　　過労死弁護団
　　　　　　　　　　　　　　　　　　ＭＩＣ　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　いの健センター

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　女性
　　２０：１５　　たたかいの提起　　全労連　生熊闘争本部長
　　２０：２５　　閉会あいさつ　　　　　　　婦団連　
　　　　　２０：３０　　閉会
３．通常国会向け100万署名の取り組み
個人署名　「働くルール署名」で国会宛を取り組む　　　別紙
取り組みの期間　　　11月中旬から07年3月末

取り組みの目標　　　100万筆
４．宣伝の強化

　①　壁新聞兼用タブロイド紙　　　　（中央連絡会名）

2 のぼり　三種類ワンセット　　　横断幕　1枚　　　　（中央連絡会名）

　③　ポテッカー、ビラ用清刷り、ティッシュ等も検討

　　　　以上は11月中旬までに地方におろす。
５．労政審への要請　　　

　　　　　　労働条件分科会の日程
　　　　１０/２４（火）Ｐ　５：００

　　　　１１/１０（金）Ｐ　２：３０

　　　　１１/２１（火）Ｐ　５：００

　　　　１１/２８（火）Ｐ　５：００

　　　　１２/８（金）　Ｐ　１：００

　　　　１２/２１（木）Ａ　１０：００

　　　　１２/２７（水）Ｐ　５：００　

　　　　　　　　　１時間前から厚生労働省前行動　　集中日以外は単産・地方で行動参加日を分担し、最低20名を確保。

　　　　　　　　　下線は労政審行動集中日
労働契約法制年内行動の設定

	日程
	　　　　　　　中央での取り組み
	　　　単産・地方の取り組み

	1０月
	24　労働条件分科会厚労省前（ｐ4～）
	

	11月
	10　労働条件分科会厚労省前（Ｐ13：30～）

「労働法制改悪反対学習決起集会」
電波会館
21　労働条件分科会厚生労働省前行動

28　労働条件分科会厚生労働省前行動

　　　　　　　　意見書第1次提出日


	
　

28日前後　地方での労働局・経営者団体意見書提出行動・宣伝行動
	「労働法制の充実求める100万個人署名」（〇七年三月まで）

	12月
	
	8　労働条件分科会


	
	
	

	
	
	１２・１４経団連・厚労省包囲行動
	
	

	
	
	21　労働条件分科会

27　労働条件分科会
	14日前後　地方での宣伝行動
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